
平成２８年度秋田県農山村ふるさと保全検討委員会 

【資料１】 

「日本型直接支払交付金事業」 

事業の実施状況等について 



「平成２８年度秋田県農山村ふるさと保全検討委員会」

多面的機能支払交付金「大曲環境協議会」視察概要

意見交換会：８／２９（月）１４：００～１５：００

現地視察：１５：００～１６：３０

組織出席者：「大曲環境協議会」の余目地域関係者（余目地域活性化対策いきいき会議協議会）

三浦会長、加藤副会長、加藤顧問

大仙市大曲土地改良区 古谷事務局長（事務受託者）

委員出席者：長濱委員長、渡辺副委員長

[組織概要]

■ 平成１９年度から本制度に取り組む。取組面積は９３１ｈａ（田）。

■ 地域交流活動（ほたる鑑賞会、さくら花火鑑賞会、そば祭り等）が盛んであり、２７年度「秋

田の原風景を守り継ぐフォーラム」において取組が評価され最優秀賞を受賞。

■ ふる里を思う心が大事との考えから、大仙市と連携し、自然観察公園（ビオトープ）を整備。

■ 県ともタイアップし、ふるさと応援オーナー制度を活用した体験型交流活動にも取り組む。

■ H17にはソバの作付けを開始し、地域内にある直売所にて調理販売も行っている。

[意見交換内容]

○「大曲環境協議会」と「余目いきいき協議会」の関係は。

→余目協議会は全体を構成しているうちの一部の組織であり、もともと実施していた色々

な活動を本制度で取り組んでいるもの。５集落107戸が構成員。

○ 931haととても大きな組織であるが、活動への参加の状況はどうか。非農家の参加はある

か。

→余目地区については、大方の構成員が参加。また、老人クラブ、小学生、主婦等が主に

コスモス等の植栽活動に参加。931ha全体でなく、集落単位での活動が基本。

○ 農地・水・環境保全向上対策でのH19からの取組と聞いているが、いまの組織に合併した

理由は何か。

→当時大仙市の担当が２名しかいなく、いろいろな事務作業が大変だったこと等から、市

が誘導したもの。土地改良区単位となったのは、改良区の事務能力等が期待されたもの。

○ 広域化したことによる市のメリットと組織のメリットは何か。

→業務の合理化や、事務作業をまかせることにより、活動に専念できる事等がある。

○ 各集落等への交付金の配分額について、年によってはある地域に集中して投資すること等

あるか。

→面積による配分が基本であるが、補修等が必要になった場合等、配分の増額もある。

○ 本制度へ土地改良区は積極的に関わるべきとされているが、土地改良区の事務受託の状況

はどうか。

→本年度から正式に700万円で事務受託している。そのほか、活動組織に1名専従の事務従

事者を配置。

○ 活動組織で専従で配置しているのは珍しい事例。

→広域化のメリット。事務受託している土地改良区等ではみられた。
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○ 本制度による法人化のための話し合いも可能であり、一体的な取組も可能。法人の形態は。

→集落型であり、余目地域は５集落で２法人設立の予定。"この手にとまれ"方式で、やめ

る人をとりまとめていくのが基本。強引にはすすめない。

○ そば粉と窯等、そばの他の消費方法を考えることも有用。

○ いいものは地元で消費する考えも必要で、学校給食で子どもが自慢できるような食材を活

用すべき（地産地消）。食べ物は大事。「秋田に帰ってきたい。秋田は食べ物はよい」思え

るような取組を。

○ ホタル米等は、ふるさと納税の返礼品等に活用するのも一案。

○「里山の田んぼ」オーナー制度は、年会費とかではなく米の予約申し込みか。どの位いるか。

→そのとおり。申し込みはそんなに多くないが、体験イベントに多くの参加。

○ ホタルは環境がいいイメージ、特別栽培米は安心なイメージであり、また玄米にも需要が

あるのでいい取組。

→米の売り方については、ほ場整備後の法人化を見据えた取組。

○ ピザ体験の参加状況はどうか。

→売ることはできないため、トッピング等手作り体験で、夏休みは盛況。

○ 県では組織の広域化を進めているが、各地域間の交流はあるか。

→草刈りについては人手不足の集落に他集落から労務提供を行ってもらう事例あり。情報

交換は行っているが、活動の交流までには至っていない。活動日をずらす等の工夫が必要。

○ ほ場整備と法人化による６次産業化への取組は、いまのそば屋や産直施設を活用か。

→そのとおり。土日のボランティアで下地づくり。
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平成２８年度秋田県農山村ふるさと保全検討委員会 活動組織視察状況
Ｈ２８．８．２９（月）

①　意見交換会 ②　地元直売所

③　地元直売所（内部） ④　ビオトープ現地

⑤　ビオトープ現地
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多面的機能支払交付金の取組について 
H28.9.15 農山村振興課

［実施状況］ 

注)（  ）推定値 

※東北では第 1 位の取組面積。全国では、北海道 747 千 ha、新潟県 121 千

ha に続く第 3 位である。（H27 実績）

［現状の課題等］ 

○ 活動組織の高齢化が進み、役員のなり手不足や構成員の減少等により、事

業の継続を不安視する組織が多数存在。

○ 制度が複雑で分かりにくく、また事務手続が煩雑。

○ 意見調整や合意形成に苦慮する等、役員の事務負担が大きい。

○ 経理事務指導の充実が望まれている。

○ 農業水利施設の補修技術の向上が必要。

○ 優良事例のみならず、他組織の活動等に関する情報共有が望まれている。

 ※H27 アンケート結果（別紙）等による

［今後の取組方針］ 

○ 土地改良区エリアを優先に、既存の活動組織どうしの合併や、新規地域の

取り込み等による「組織の広域化」を推進する。

○ 土地改良区への事務委託を推進するとともに、事務支援を行う仕組み作り

の検討を行う。

○ 経理ソフト研修、施設の長寿命化研修等、要望に応じた研修会等を開催す

る。

○ 活動組織による情報交換を行う。

平成27年度 実績 平成28年度 実施見込み 増減

取組面積
県ビジョン目標
97,300ha 94,788ha 95,787ha 999ha

交付金 44億1千万円 45億1千万円 1億円

組織数 1,070 1,100 30

延べ参加者 82,436人 83,400人 964

農業者 66,051人 66,800人 749

農業者以外 16,385人 16,600人 215

延べ参加団体 5,514団体 5,570団体 56

1人・団体当り交付額 50千円 50千円 +0千円

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
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中山間地域等直接支払交付金の取組について 
H28.9.15 農山村振興課 

［実施状況］ 

※ 東北では、岩手県 2.3 万 ha、福島県 1.5 万 ha に続く、第 3 位の取組面積。

全国では第 12 位である。（Ｈ２７実績）

［現状の課題等］  

○ 協定農業者の高齢化や担い手不足が進み、各種活動の継続が難しくなって

きている。

○ 意見調整の難しさや事務処理の煩わしさ等により、役員への過度な負担が

発生し、役員のなり手が不足している。

○ 繁雑な事務処理のため、事務支援や指導が望まれている。

○ 各種活動の参考となる事例の紹介が望まれている。

※Ｈ２７アンケート結果（別紙）等による。

［今後の取組方針］ 

○ 近接する協定との統合等による広域化を進め、人材確保による各種活動の

継続を推進する。

○ 農地と集落の将来像を取りまとめ、新たな人材確保と各種活動等を維持す

るための体制づくりを支援する「集落連携・機能維持加算」への取組を推進

する。

○ 事務処理の支援や指導を行うとともに、土地改良区等への事務委託を推進

する。

○ 実践が可能となるような事例集の作成と配付を行う。

平成27年度　実績 平成28年度　実施見込み 増減

交付面積
県ビジョン目標

12,000ha 10,239ha 10,337ha 98ha

交付金 10億9千万円 11億円 1千万円

協定数 550 551 1

集落 544 545 1

個別 6 6

参加者 11,725人 11,787人 62

1人当り交付額 93千円 93千円
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環境保全型農業直接支払交付金の取組について

［実施状況］

※ 平成27年度東北では、山形県7,561ha、岩手県5,239ha、宮城県3,622ha、

福島県1,766haに次ぐ第5位、全国で第15位である。

［現状の課題等］

○ 当県の平成27年度実績は、偽装肥料問題の影響等で、平成27年度申請段階

から比べて減少している。その内訳は、偽装肥料の使用分が116ha、その他

営農段階での未実施などにより67haが対象外となった、

なお、偽装肥料の使用により交付対象外となった、交付金6,200千円は、

平成28年3月に補償金として全農からＪＡを通じて生産者へ交付済みである。

○ 平成28年度は、有機農業の取組が減少しているものの、その他の取組は増

加している。

なお、平成28年度の事業面積が全国的に大幅に増加したため、国からの交

付金が減額される見込みであるが、県は定額を交付する予定である。

［今後の取組方針］

・ 本事業へ参加していない市町村に対して、事業趣旨等の説明を行い、県

内全域へ環境保全型農業の浸透を図る。

・ 有機農業等を実践しているが、事業に取り組んでいない、生産者や団体

等へ事業参画を呼びかけし、事業規模の拡大を図る。

・ 環境保全型農業に資する取組について、地域特認取組を活用し、取組

項目を増やすとともに事業拡大を図る。

平成27年度
申請状況

平成27年度
実績

平成28年度
申請状況

(A) (B) (C) (B－A) (C－A)

交付面積 1,401ha 1,218ha 1,484ha △183ha 83ha

有機農業 667ha 602ha 646ha △65ha △21ha

カバークロップ 427ha 362ha 514ha △65ha 87ha

堆肥の施用 290ha 237ha 298ha △53ha 8ha

冬期湛水管理 17ha 17ha 26ha ha 9ha

交付金 9千5百万円 8千4百万円 1億2百万円 △1千１百万円 ７百万円

申請数 32件 29件 31件 △３ △１

取組市町村 17市町村 17市町村 16市町村 - △１

増減
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●日本型直接支払制度の概要
１．多面的機能支払制度

２．中山間地域等直接支払制度

３．環境保全型農業直接支払制度

　平成２７年度各市町村実績

鹿角市 54 2,665 8 109 0 0
小坂町 9 388 0 0 1 3
大館市 81 4,140 6 49 1 5
北秋田市 82 3,964 15 97 4 86
上小阿仁村 11 270 14 104 1 10
能代市 27 4,840 6 21 3 5
藤里町 11 493 5 19 0 0
三種町 49 3,436 29 295 0 0
八峰町 24 1,592 2 104 0 0
秋田市 81 5,284 1 2 1 18
男鹿市 31 2,578 29 113 0 0
潟上市 15 2,683 4 20 1 1
五城目町 25 886 2 8 0 0
八郎潟町 7 665 0 0 1 0
井川町 4 425 8 56 0 0
大潟村 1 11,371 0 0 1 486
由利本荘市 123 6,402 170 4,832 2 19
にかほ市 29 1,835 22 739 1 1
大仙市 152 14,811 2 9 1 5
仙北市 51 3,362 12 98 1 11
美郷町 31 5,100 3 18 2 99
横手市 101 11,609 70 720 4 433
湯沢市 16 2,843 88 1,987 3 33
羽後町 40 2,824 37 498 1 1
東成瀬村 15 324 17 343 0 0
合計 1,070 94,788 550 10,239 29 1,218

取組面積 組織数 取組面積
（ｈａ） (ha)

環境保全型農業直接支払

団体数 取組面積
(ha)

市町村名
多面的機能支払 中山間地域等直接支払

組織数

農業分野においても、地球温暖化防止や生物多様性保全に積極的に貢献して

いくため、有機農業、及び化学肥料・化学合成農薬の5割以上の低減の取組と併

せてた環境保全に効果の高い農業生産活動に対して支援する。

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に

係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進する。

また、これにより、農業・農村の有する多面的機能が今後とも適切に維持・発揮

されるとともに、担い手農家への農地集積という構造改革を後押しする。

農業生産活動等を通じ、中山間地域等における耕作放棄の発生を防止し多面

的機能を保全する観点から、当該農業生産活動等を行う農業者に対し交付する。

また、制度の趣旨の徹底及び直接支払対象地域の指定等、直接支払いの交付

を適正かつ円滑に実施するため必要な経費を助成する。
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平成２７年度 日本型直接支払制度（多面的機能支払取組面積、中山間地域等直接支払取組面積）
秋田県耕地カバー率

鹿角市 6,450 2,665 41% 129,664 109 2% 22,977 2,746 43%

小坂町 890 388 44% 19,047 0 0% 0 388 44%

大館市 7,810 4,140 53% 213,924 48 1% 7,230 4,188 54%

北秋田市 6,480 3,964 61% 214,756 97 1% 20,114 4,061 63%

上小阿仁村 550 270 49% 13,112 104 19% 9,320 374 68%

能代市 7,610 4,840 64% 238,333 21 0% 4,051 4,860 64%

藤里町 1,020 493 48% 23,016 19 2% 2,670 512 50%

三種町 5,890 3,436 58% 171,237 295 5% 26,273 3,731 63%

八峰町 2,120 1,592 75% 69,431 104 5% 12,073 1,658 78%

秋田市 9,260 5,284 57% 229,831 2 0% 150 5,287 57%

男鹿市 4,790 2,578 54% 110,981 113 2% 14,802 2,691 56%

潟上市 3,450 2,683 78% 131,304 20 1% 1,410 2,703 78%

五城目町 1,850 886 48% 54,194 8 0% 1,617 894 48%

八郎潟町 830 665 80% 32,973 0 0% 0 665 80%

井川町 1,300 425 33% 14,717 56 4% 4,269 481 37%

大潟村 11,500 11,371 99% 162,202 0 0% 0 11,371 99%

由利本荘市 13,000 6,402 49% 367,137 4,832 37% 481,425 8,351 64%

にかほ市 3,720 1,835 49% 101,019 739 20% 140,152 2,339 63%

大仙市 20,200 14,811 73% 769,198 9 0% 1,446 14,820 73%

仙北市 5,510 3,362 61% 162,411 98 2% 9,372 3,460 63%

美郷町 6,650 5,100 77% 256,104 18 0% 3,312 5,118 77%

横手市 17,800 11,609 65% 611,461 720 4% 65,938 12,328 69%

湯沢市 6,750 2,843 42% 147,390 1,987 29% 187,655 4,622 68%

羽後町 4,040 2,824 70% 154,133 498 12% 38,648 2,996 74%

東成瀬村 630 324 51% 14,424 343 54% 33,840 360 57%

25 150,100 94,788 63% 4,412,000 10,239 7% 1,088,744 101,003 67%

※平成26年3月農林水産省　｢第60次秋田農林水産統計年報｣

県耕地面積１５０，１００ｈａに対する日本型直接支払（多面的＋中山間）のカバー率

　多面的９４，７８８ｈａ＋中山間１０，２３９ｈａ－重複４，０２４ｈａ＝１０１，００３ｈａ

第２期ふるさと秋田農林水産ビジョン目標面積１１０，０００ｈａに対する進捗率

　計画：多面的９７，３００ｈａ＋中山間１２，０００ｈａ≒１１０，０００ｈａ（重複考慮しない）

　実績：多面的９４，７８８ｈａ＋中山間１０，２３９ｈａ＝１０５，０２７ｈａ（重複考慮しない）

１０１，００３ｈａ÷１５０，１００ｈａ＝６７％

多面的＋中山間
カバー率
(重複を考慮)

Ｈ２７実績

取組面積
（ｈａ）

カバー率
(取組面積/耕地面

積)

交付金額

【中山間地域等直接支払】　取組面積の全耕地に対するカバー率

(ha) (千円)

【多面的機能支払】　取組面積の全耕地に対するカバー率

中山間地域等直接支払(H27実績)

取組面積

秋田県

市町村名

耕地面積（ha)

取組面積

多面的機能支払(H27実績)

交付金額

(千円)（ｈａ）

１０５，０２７ｈａ÷１１０，０００ｈａ＝９５％

鹿角市(29ha)、八峰町(38ha)、由利本荘市(2,883ha)、にかほ市(234ha)、湯沢市(207ha)、羽後町
(326ha)、東成瀬村(307ha)は、多面的機能支払と中山間地域等直接支払の重複(4,024ha)

計
カバー率

(取組面積/耕地面
積)

カバー率
(取組面積/耕地面

積)

※
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